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万一事故が起こったときは

・ケガをされた方がいる場合は、応急処置を行う事が最優先です。

１ 負傷者の救護

・事故が発生した場合は、２次災害を防ぐため対象機械・車両を安全な場所へ移動させて下さい。
・物損の場合も損害が拡大しないよう応急措置を行ってください。

２ ２次災害防止措置

・自動車事故の場合は必ず警察へ届出をしてください。
・盗難事故の場合は必ず警察へ届出をしてください。
・その他届出が必要な機関が有る場合は届出をしてください。

３ 警察へ事故の届出

事故の大小にかかわらず必ずご連絡下さい。
①事故発生の日時
②事故発生の場所
③お客様の氏名、住所、連絡先、運転者名、お客様との関係、運転免許証・資格証のコピー、事故
　車の種類・管理番号・登録番号
④損害の内容・程度、写真
⑤事故の状況
⑥相手の住所、氏名、会社名、連絡先等（搭乗者も同様）
　・ケガの内容、病院、電話番号
　・損害内容、車名、登録番号、修理工場、電話番号等

４ 弊社営業所まで連絡

※当事者間での示談交渉は絶対にしないようお願いします。
　補償対象外となる場合があります。

※事故によって報告書類が異なりますので、電話連絡の上ご確認下さい。

ご注意

１． 【総合補償制度】は加入されたお客様のみ補償されます。

２． 【総合補償制度】はレンタル契約期間中に発生した事故を対象としています。

３． 現場の状況によっては【総合補償制度】の加入をお受けできない場合がございます。

４． 現場に於いてレンタル商品の能力に適した環境下以外での使用の際に発生した事故に関しては 

 補償対象外となる場合がございますのでご注意下さい。

５． 免責金額は事故発生時にお客様にご負担いただく金額です。（１事故毎）

６． 免責金額は２事故目以降の事故の場合は変動します。

７． 登録ナンバー付車両での人身事故・対物事故は警察へ必ず届出をして下さい。
 届出を怠った場合は補償出来ない場合があります。

８． 盗難事故の場合、警察に届出をして下さい。盗難事故受理番号をもって補償対象となります。

９． 事故発生時は応急処置、応急措置を行った後、すぐに弊社に連絡をお願い致します。時間が経過

　　すると補償できない場合があります。

10． 当事者間の示談交渉の場合は、補償対象外となる場合がございます。

11． 日常点検はお客様が実施してください。

12． 弊社に連絡の無い修理代にかかる費用はお支払い出来ない場合があります。

13． 【総合補償制度】の支払い限度額を超える部分についてはお客様のご負担となります。

14． レンタル商品の全損・修理期間中の休業損害については別途請求になる場合があります。

15． レンタル商品の修理については、弊社指定修理工場とさせていただきます。

16． 本書「総合補償制度のご案内」に記載されている各規定は主な事例を挙げたものになります、その

　　他については弊社の規定に準じます。

17． 本書「総合補償制度のご案内」は２０１３年４月１日に改正されたものです、本書記載内容は予告

　　なく内容を変更する場合がございます。

「総合補償制度」に関するお問い合わせは各営業所又は営業担当者へお問い合わせ
下さい。


